
仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての 

実現を支える給付・サービスの社会的なコストの推計（推計方法）

（保育、病児・病後児保育、放課後児童クラブ） 
 
 

１ 保育サービス （推計追加所要額 7000 億円） 
 

  （就業率上昇後の保育サービス等利用率算出（※放課後児童クラブも共通）） 
  〔 潜在的就業率 （末子の年齢別就業率（実績）＋就業希望率） 〕 
  × 就業する母に占める保育サービス利用割合（※現状値） 
  ＝ 就業率上昇後の保育サービス利用率 

    

０～３歳 ～６歳 ～９歳
①就業率 31.0% 50.3% 61.6%
②就業希望者率 24.9% 19.7% 13.2%
③潜在的就業率（①＋②） 55.9% 70.0% 74.8%

④就業する母に占める保育
所利用者割合

68.3% 80.1%
(※６歳未満児
と同じ割合と仮

定)

⑤就業率上昇後の保育サー
ビス利用割合（③×④）

38.2% 56.1% 59.9%
 

     
 （給付額） 
 年齢別児童数 
 × 就業率上昇後の保育サービス利用率 
 × 年齢別１人当たり保育費用（19 年予算ベース年間保育費用÷利用児童数） 
 × 公費負担率 
 ＝ 給付額 
 
  ※「19 年予算ベース年間保育費用」 

（予算額（私立分）＋国庫補助単価を前提とした公立分推計額） 
･･･0 歳 2700 億円／１・２歳 7600 億円／3 歳以上 7000 億円 

     
※「利用児童数」 

    ･･･0 歳 84,300 人、1･2 歳 570，500 人、3 歳以上 1，360,600 人 
    

 ※「公費負担率」 
    ･･･0～2 歳 69％、3 歳以上 40％ 

   
 （＊保育費用は 100 億円単位、利用児童数は 100 人単位で四捨五入） 



  
   
 

２ 病児・病後児保育 （推計追加所要額 700 億円）  
 
 （病児・病後児保育サービス量） 

保育所利用児童数（上記１による（年齢別児童数×就業率上昇後の保育サービス利用率）） 
× 子の看護のために休業した平均日数（ＪＩＬ調査：年間 10 日）×１／２ 
＝ 病児・病後児保育サービス量（日） 
 

   （給付額） 
    病児・病後児保育サービス量（日） 
    × １日当たり単価（6000 円）（※国庫補助単価を前提とした標準的利用像による試算） 
    ＝ 病児・病後児保育給付額 

 
 
 

３ 放課後児童クラブ （推計追加所要額 900 億円） 
 

 （給付額） 
   年齢別就学児童数 

× 就業率上昇後の放課後児童クラブ利用率 
   × １人当たり給付額（国庫補助単価による児童 1 人当たり年間給付費(40 人定

員の場合）） 
   ＝ 給付額 
 
  ※「国庫補助単価による児童 1 人当たり年間給付費」 

 ・・・6 万円 
 
 
※ なお、重点戦略検討会議における「仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実

現を支える給付・サービスの社会的なコストの推計」においては、上記に加え、スウェーデン並に女性

の就業率等が上昇した場合の試算も実施。 


